
稲敷市小中学校ＩＣＴ支援業務 

プロポーザル方式の手続開始に係る参加説明書 

 

１．業務発注概要 

(1)業務名  稲敷市小中学校ＩＣＴ支援業務         

(2)履行場所 稲敷市立江戸崎小学校 外１１校 

(3)業務概要 別添仕様書のとおり 

(4)履行期間 令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

(5)選定方式 公募型プロポーザル 

 (6)予算上限 ３８,１４８,０００円（３年間 消費税及び地方消費税を含

む。） 

 

２．参加資格 

 プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、次に掲げる

事項を満たす者でなければならない。  

（１）参加形態は単体とする。 

（２）プロポーザル方式により契約しようとする業務（以下「当該業務」とい

う。）における稲敷市での競争入札参加資格（以下「入札参加資格」とい

う。）を有していること。  

（３）稲敷市の令和７・８年度競争入札参加資格名簿に登録されていない者が

参加する場合は、以下のとおり追加書類を提出すること。事前審査の結果、

稲敷市入札参加資格要件を満たし、名簿に登録されている者と同様の資格

を有すると認められた場合には、本プロポーザル及び本業務に限り参加す

ることができる。（写し可） 

 ア 法人の場合、登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

 イ 印鑑証明書（提出前３か月以内のもの） 

 ウ 納税証明書（提出前３か月以内のもの） 

 エ 財務諸表（直前１年分） 

オ  実務調書（直前２年分）  削除 

（４）稲敷市契約事務等に関する規程（平成１７年稲敷市告示第２号)第３７

条又は第３８条に規定する指名停止等の措置を受けていないこと。 

（５）地方自治法施行令（昭和２２年号外政令第１６号）第１６７条の４第１

項の規定に該当しないこと。  

（６）過去５年間に、地方公共団体が発注した公立小中学校へのＩＣＴ支援員

業務に係る受託実績があること 

（７）業務の全部を一括して再委託しないこと。業務の一部を再委託する場合

には、再委託先の事業者が稲敷市契約事務等に関する規程（平成１７年稲

敷市告示第２号)第３７条又は規程第３８条に規定する指名停止等の措置



を受けていないこと。 

（８）稲敷市契約事務等に関する規定第１２条の名簿に登録されている者にお

いては、申請時に提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。名簿登録

が無い者においては、参加表明時に提出された書類の記載事項に虚偽がな

いこと。 

 

３．選定方法等 

 事業者の選定にあたっては、プロポーザル参加者から提出された企画資料を

基に、庁内に設置した稲敷市小中学校ＩＣＴ支援業務プロポーザル審査委員会

（以下「審査委員会」という。）において書類審査を行い、評価点の高い者か

ら順に３者を企画提案書提出者に選定する。書類審査及びプレゼンテーション

の審査の結果により特定者を決定する。 

 なお、企画提案書を提出したものが１者のみであった場合は、その者を評価基

準に基づき評価したうえで協議し、審査委員が認めた場合はその者を最適な者

として特定する。 

 

４．参加表明書、企画資料、見積書及び企画提案書等の提出 

  (1)提出期限 

   ア 参加表明書・企画資料・見積書 

令和８年１月９日（金）午後４：００まで 

   イ 企画提案書 

令和８年２月２日（月）午後４：００まで 

  （持参する場合は、土日、祝日を除く午前９：００から午後５：００とする） 

  (2)提出方法 

    持参又は配達証明付書留郵便による。ただし郵送の場合は、上記 

提出期限に必着とする。 

  (3)参加表明書の作成方法 

    別添、稲敷市小中学校ＩＣＴ支援業務プロポーザル参加表明書等作成

要領による。   

(4)企画提案書の作成方法 

別添、稲敷市小中学校ＩＣＴ支援業務プロポーザル企画提案書作成要領

による。 

 

５．選定/非選定通知 

  令和８年１月１４日（水） 郵送により個別に通知する。 

 

 

 



６．業務に関する質問、回答 

(1)参加表明書・企画資料・見積書 

ア．質問の期限 令和８年１月５日（月）午後４：００まで 

           ファックスによる提出とする。 

イ．回答の期限 令和８年１月７日（水）午後４：００まで 

           稲敷市公式ホームページ上で公開 

  (2)企画提案書 

ア．質問の期限 令和８年１月２６日（月）午後４：００まで 

           ファックスによる提出とする。 

イ．回答の期限 令和８年１月３０日（金）午後４：００まで 

           稲敷市公式ホームページ上で公開 

 

７．プレゼンテーション及びヒアリングの実施について 

  令和８年２月９日（月）  

(1)時間・場所：該当者に個別に通知する。 

(2)参加人数：４名までとする。 

(3)提案時間：説明２０分以内、質疑５分程度とする。 

※ なお、プレゼンテーションの順番は、企画提案書等の受付順とする。 

 

８．特定者を決定するための評価基準 

  (1)企画資料等及び企画提案書の評価基準 

企 

画 

資 

料 

評価項目の種類 評価項目 配点 

企業の概要、企業実績 

資本金、従業員数、雇用ＩＣＴ支

援員の人数、過去５年間のＩＣＴ

支援員業務受託等の実績、会社組

織  

１０ 

企 

 

画 

 

提 

 

案 

 

書 

ＩＣＴ支援員の採用 

及び確保体制 

・質の高い支援業務を行うことが

出来る能力を有するＩＣＴ支援員

を採用するための体制・基準・方

法がとられているか。 

・ＩＣＴ支援員の配置は適切か。

また、そのフォロー体制が充実し

ているか。 
７０ 

ＩＣＴ支援員の管理 

体制 

・ＩＣＴ支援員の配置前に十分な

支援力を身に付けるための研修が

用意されているか。研修の期間及

び頻度、研修内容は適切か。 

・教育に関わる知見・リソースを

企業として豊富に有しており、支

援員の継続的なスキルアップのた



めの研修等の機会を設けている

か。また、支援のために必要な最

新の教育知見や活用ツール等に関

する支援員間の情報連携ができる

体制が構築されているか。 

・派遣元営業所のスタッフ体制

（組織、人員、業務内容、役割分

担）は適切か。 

・ＩＣＴ支援員の服務・勤務状況

の把握、管理、相談対応のための

体制が構築されているか。 

・ヘルプデスク等の設置により、

学校からの問い合わせやトラブル

やクレーム等に迅速な対応ができ

る体制が構築されているか。 

 

危機管理体制 

 

・欠員が生じた場合の補充体制が

構築されているか。 

・事故や災害等に関する管理体制

が構築されているか。また、保障

内容は適切か。 

ＩＣＴ支援員の業務 

内容と業務計画 

・ＩＣＴを活用した授業づくりの

ため、目的・場面に応じた提案が

できるか。 

・ＩＣＴの活用事例や支援のノウ

ハウが蓄積される仕組みがあり、

支援員は他自治体の事例なども自

由に活用できるか。 

・ＩＣＴ機器及びソフトウェアの

活用促進に向けた研修支援ができ

るか。 

・校務全般に係るＩＣＴ機器の活

用支援および操作支援ができる

か。 

・最新の校務支援・教育サイトお

よび活用ツール等について、学校

に効果的な支援や助言を行うこと

ができるか。 

・ＩＣＴ機器の障害が発生した場

合に適切な対応ができるか。 

・学校のニーズや課題を明確に把

握するための工夫があり、課題解

決に向けた具体的な提案や支援が

できるか。 



・情報モラル教育やプログラミン

グ教育等、児童生徒の情報活用能

力の向上に関する授業支援ができ

るか。 

・本業務の目的に合致した有益な

追加提案がされているか。 

 

 (2)ヒアリングの評価基準 

評価項目の種類 評価項目 配点 

ヒアリング 

・専門技術力 

・取組意欲 

・プレゼンテーション能力 

１５ 

 

 (3)価格の評価基準 

評価項目の種類 評価項目 配点 

価格評価 ・見積金額 ５ 

 

９．見積書の提出について 

参加表明書の提出時に、本業務に係る必要な経費を概算した、見積書を１ 

部提出すること。様式は任意とするが、契約期間内において学校の統廃合に 

より、支援員の訪問回数が減少するため、必ず各年度ごとの内訳を記載する 

こと。 

   

１０．契約の手続について 

特定者は、随意契約のための手続きの調整のため、速やかに担当部署に連

絡すること。 

(1)発注者の指示に従い随意契約の手続きをすること。 

(2)特定者との契約にいたらない特別な場合は、次点と随意契約できること 

とする。 

 

１１．特定/非特定通知  

   令和８年２月中旬 郵送により個別に通知する。 

 

１２．特定/非特定通知に関する説明要求及び回答 

説明要求期限 通知が発行された日から起算して６日以内（閉庁日を除く。） 

回答期限   受理した日から起算して６日以内（閉庁日を除く。） 

 

 



１３．担当部署（問合せ先・提出先） 

   〒300-0595茨城県稲敷市犬塚 1570番地 1 

     稲敷市教育委員会教育政策課 担当 藤﨑 

      TEL 029-892-2000（内 2411） 

      FAX 029-892-0906 

      Ｅ-mail  gakumu02@city.inashiki.lg.jp 

 

１４．その他 

（１）本手続において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標

準時及び計量法によるものとする。 

 （２）企画提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担

とする。 

 （３）企画提案書に虚偽の記載をした場合には、企画提案書を無効とするとと

もに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

 （４）契約保証金 

    稲敷市契約規則（平成１７年稲敷市規則第４２号）第３５条により免除

する。 

 （５）契約書作成の要否：要（特定者） 

 （６）企画提案書の取扱い 

①提出された企画提案書を、発注者の了解なく公表、使用してはならない。 

②提出された企画提案書は、特定・非特定に関わらず、原則として特定後一

定の間、評価結果と共に公開することがある。非公開を求める場合はその

旨を企画提案書に記載すること。記載なき場合は公開に同意したものとみ

なす。なお、非公開を希望した場合においても「非公開を希望した旨」は

公開する。 

③上記②において、企画提案書が特定されるまでの間であれば公開について

の意思を変更することができる。この場合書面（書式自由、ただしＡ４判

とする。）にその旨を記載し、提出すること。 

④提出された企画提案書は、特定を行う作業に必要な範囲及び上記②の場合

において、複製を作成することがある。なお、この場合においても市の文

書保存期間の終了後に企画提案書及び複製は廃棄する。 

⑤提出された企画提案書及びその複製は、企画提案書の特定及び上記②以外

に提出者に無断で使用しないものとする。 

⑥企画提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく

公表、使用してはならない。 

 

 

 

mailto:gakumu02@city.inashiki.lg.jp


１５．手続きの流れ 
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